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（１）戦略の趣旨

「滋賀県基本構想」※１ で掲げる重点施策を有効かつ効率的に実施していくためにＩＣＴ※２ ・データを課題解決に向けた有効な手

段として積極的に活用していくこととし、ＩＣＴの進歩に的確に対応しながら、計画的にＩＣＴ活用施策を推進していくための指針とし

て、「（仮称）滋賀県ＩＣＴ推進戦略」を策定

※１ 次期基本構想の検討と整合を図りつつ策定。

※２ ＩＣＴ ・・・ Information  and  Communication  Technology の略。情報通信技術

（２）戦略の位置付け

① ＩＣＴ・データの利活用を促進していく指針として、滋賀県政の総合的かつ計画的な発展に寄与するもの

② 県民・企業・大学・各種団体・行政等の多様な主体がＩＣＴ・データの利活用についての方向性を共有し、連携を深めていくた

めのビジョンとして提示するもの

③ 官民データ活用推進基本法（平成28年法律第103号）に基づく「都道府県官民データ活用推進計画」としての位置付け

（３）対象となる取組

① 県が実施主体となって行う取組、県の支援により行う県以外の実施主体の取組

② 県が県以外の実施主体と連携して行う取組、県の促進・調整等により県以外の実施主体間で連携して行われる取組

③ 県以外の実施主体が行う取組のうち、他の参考となる取組、その他、県域のＩＣＴ・データ利活用の推進に寄与する取組

（４）計画期間

平成30年度から平成34年度までの５年間
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０．はじめに



１．現状と課題、展望

（１）本県を取り巻く状況

• 本格的な人口減少社会の到来、少子高齢化社会の進行、経済のグローバル化、働き方改革等

• 地域や行政の課題の高度化・複雑化

（２）本県におけるＩＣＴの現状、強み

• 情報通信インフラ、情報通信端末の高い普及率、データサイエンス・情報系学部学科を擁する大学の集積

（３）国の動向

• 「世界最先端ＩＴ国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」（H29.5.30閣議決定）

• 「未来投資戦略2017～Society5.0の実現に向けた改革～」（H29.6.9閣議決定） 等

（４）本県のこれまでの取組

• 地域の情報化に関する計画

「滋賀県地域情報化基本計画」（Ｈ３～Ｈ11）、「びわ湖情報ハイウェイネット計画」（Ｈ12～Ｈ22）

• 行政の情報化に関する計画

「滋賀県行政情報化推進指針」（Ｈ23～Ｈ26、Ｈ28～Ｈ30）

（５）課題、展望

• ＩＣＴ・データに関わる技術やサービスが急速に進展する中、これらの変化を的確に捉え、事業や施策に活用する必要性

• 人口減少・少子高齢化社会において、生産性の向上、人手不足の解消を図るため、ＩＣＴ・データ利活用の必要性

• 大学との連携について、より具体的な取組への展開の可能性

• 大学等において育成した人材の定着、県外からの人材の呼び込みにつながる取組の必要性

• 本県における情報通信インフラ、情報通信端末の高い普及率を活かしたＩＣＴ・データ利活用の可能性
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２．基本的な考え方

（１）基本理念

ＩＣＴ・データを様々な課題を解決する手段として、また、県民の参画や多様な主体との対話・共感・協働していく

ためのツールとして積極的に活用することにより、新たな価値を創出、新たな滋賀県像の実現

（２）ＩＣＴ・データの利活用により目指すべき社会の姿

基本理念の実現に向けて、目指すべきＩＣＴ・データ利活用社会の姿を複数の視点から提示

＜社会の姿を描く視点の例＞

「滋賀県基本構想」で描いている、「ひと」・「地域の活力」・「自然・環境」・「県土」・「安全・安心」の５つの目

指すべき姿ごとに、ＩＣＴ・データ利活用社会の姿を提示

ＳＤＧｓにおける経済、社会、環境の３側面ごとに、ＩＣＴ・データ利活用社会の姿を提示

※「基本理念、目指すべき社会の姿」については、専門的な知見や幅広い分野からの意見を求めて共有できるビ

ジョンを形成
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２．基本的な考え方（続き）
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視点 １ 全ての県民にＩＣＴ・データの恩恵をもたらす

全ての県民が、実際の生活や社会の様々な場面において、ＩＣＴ・データの利用における安全性と信頼性が確保さ

れた環境で、手軽にＩＣＴの恩恵を受けることができるように配慮することが必要

視点 ２ ＩＣＴ・データを活用し、限りある資源を共有・シェアする

県民の生活や産業の持続可能な発展に向け、限られた資源を効率的かつ有効に利用するため、シェアリングエコ

ノミーの考え方を取り入れたり、ビッグデータを共有して利用するなど、ＩＣＴ・データを活用し、資源の共有・シェアを

進めていくことが必要

視点 ３ イノベーションの創出に向け、ＩＣＴ・データを活用し、多様な主体をつなげる

新たなＩｏＴ（Internet of Things）サービスの創出など、ＩＣＴ・データを活用して生活・産業に新たな価値やイノベー

ションを生み出すために、ユーザー、事業者、ＮＰＯ、大学、行政など、多様な主体による緊密な連携・協働が必要

（３）ＩＣＴ・データ活用施策を推進するにあたっての視点

ＩＣＴ・データを活用した社会を目指すことにより、戦略の基本理念を実現するため、以下の３つの視点に基づ

き、ＩＣＴ・データの活用施策を推進



３．「５つの重点戦略」

基本理念とＩＣＴ・データを活用した目指すべき社会の実現に向けて、５つの重点戦略を推進
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取組項目

（担当課室）

具体的な取組内容・スケジュール
備考

取組内容 (H29) H30 H31 H32 H33 H34

戦略１ 地域・産業を再創造する ～ ＩＣＴで創る ～

(○)・・・・・・・

○・・・・・・・

戦略２ 安全・安心な生活を守る ～ ＩＣＴで守る ～

(○) ・・・・・・・

○・・・・・・・

戦略３ 働き方・行政サービスを革新する ～ ＩＣＴで変える ～

(○) ・・・・・・・

○・・・・・・・

(○) ・・・・・・・

○オープンデータ化の推進

（県民情報室、情報政策課、

統計課）

拡 ①庁内推進体制の整備

オープンデータ化率

H26 ０％

→H○○ 100％

②保有情報のオープンデータ化

拡 ③オープンデータ利活用の促進

○・・・・・・・

○・・・・・・・

戦略４ 滋賀発の人材を育成する ～ ＩＣＴを育てる ～

(○) ・・・・・・・

○・・・・・・・

戦略５ ＩＣＴ基盤を確立する ～ ＩＣＴを支える ～

(○) ・・・・・・・

○・・・・・・・

「（仮称）滋賀県ＩＣＴ推進戦略実施計画」のイメージ重点
戦略

１

地域・産業を再創造する
～ ＩＣＴで創る ～
（例）まちづくり、モノづくり、農業等

重点
戦略

２

安全・安心な生活を守る
～ ＩＣＴで守る ～
（例）防犯・防災、医療・福祉等

重点
戦略

３

働き方・行政サービスを革新する
～ ＩＣＴで変える ～
（例）働き方改革、ｵｰﾌﾟﾝﾃﾞｰﾀ等

重点
戦略

４

滋賀発の人材を育成する
～ ＩＣＴを育てる ～
（例）専門教育、学校教育、ﾘﾃﾗｼｰ等

重点
戦略

５

ＩＣＴ基盤を確立する
～ ＩＣＴを支える ～
（例）セキュリティ、データ活用基盤等

具体的な施策や数値目標は、別途

作成する「（仮称）滋賀県ＩＣＴ推進

戦略実施計画」に掲載

○○○ ○○○○

○○○○

○○○○



４．各主体の役割

① 滋賀県の役割

行政手続のオンライン化、事務処理のシステム化等、県事務におけるＩＣＴ・データの利活用推進

ＩＣＴ・データ利活用インフラの整備促進

ＩＣＴ・データ利活用施策の促進、支援

各主体による連携の促進、調整、助言等

② 市町の役割

行政手続のオンライン化、事務処理のシステム化等、市町事務におけるＩＣＴ・データの利活用推進

域内のＩＣＴ・データ利活用インフラの整備促進

域内のＩＣＴ・データ利活用施策の促進、支援

③ 事業者、各種団体の役割

ＩＣＴ・データ利活用サービスの提供者としては、ユーザーのニーズに応える事業の創出、自社・自団体の強みを活かした地域・社会への貢献

ユーザーとしては、ＩＣＴ・データの積極的な利活用

先進的な取組を行う事業者・団体については、先進事例・好事例の発信

④ 大学等の教育・研究機関の役割

ＩＣＴ・データを駆使できる人材の育成

豊富な知的資源を活かした行政課題・地域課題の解決、企業におけるイノベーション創出への貢献

教育・研究活動におけるＩＣＴ・データの積極的活用

⑤ 県民の役割

消費者としては、ＩＣＴ・データ利活用サービスの積極的な利活用

行政への参画、企業・団体・大学等の成員としての活動、ＮＰＯ・地域活動を通じての貢献 6



５．推進体制、進捗管理

実施計画の数値目標等について、庁内連絡会議等による進捗管理を検討

特に、戦略の取組には多様な主体が関わることから、推進体制・進行管理には、

産学官連携組織である「滋賀県地域情報化推進会議」等の活用を検討
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（策定プロセス）

•有識者等で構成する「滋賀県ＩＣＴ推進懇話会」において意見を聴取（４回開催予定）

•産学官が参画する「滋賀県地域情報化推進会議」とも十分な連携

•県内市町、事業者等からも随時意見を聴取

•平成29年度中に策定し、平成30年度から実施




